
令和８年度阿蘇地域移住相談会及び市町村担当者研修会実施業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

1 目的 

本要領は、「令和８年度阿蘇地域移住相談会及び市町村担当者研修会実施業務委託」の受託候補者

を、公募型プロポーザル方式により選定するために必要な事項を定めるものとする。 

 

2 業務概要 

（1）業務名 

 令和８年度阿蘇地域移住相談会及び市町村担当者研修会実施業務委託 

（2）業務内容 

 別紙「令和８年度阿蘇地域移住相談会及び市町村担当者研修会実施業務委託仕様書」のとおり 

（3）契約期間 

契約締結の日から令和９年３月２６日（金）まで 

（4）委託上限額 

      ３，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

      ※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示すためのものである。 

 

3 選定スケジュール（予定） 

令和８年１０月１５日（木） 募集開始 

令和８年１０月２２日（木） 質問書の受付期限 

令和８年１０月３０日（金） 参加申込書等提出期限 

令和８年１１月６日（金）  企画提案書等提出期限 

令和８年１１月１３日（金） 審査会（プレゼンテーション） 

令和８年１１月中旬     審査結果の通知 

令和８年１１月中旬     契約締結（予定） 

 

4 問い合わせ及び書類提出先 

〒８６９‐２６１２  

熊本県阿蘇市一の宮町宮地４６０７‐１ 

公益財団法人阿蘇地域振興デザインセンター 

担当：山部 

電話：０９６７‐２２‐４８０１ 

電子メール：yamabe-h@asodc.or.jp 

mailto:yamabe-h@asodc.or.jp


５ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、法人格を有する団体であって、次の要件を全て満たすものと

する。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等による手

続きを行っている者でないこと。 

（３）国税及び地方税の滞納がないこと。 

（４）宗教活動や政治活動を活動目的としていないこと。 

（５）暴力団等反社会的勢力と関係を有しないこと。 

 

６ 質問の受付及び回答 

業務内容や企画提案書の作成に関して質問がある場合は、所定の質問書により電子メールで提出

すること。 

（１）質問の受付 

① 提出書類 質問書（様式１） 

② 提出期限 令和８年１０月２２日（木）１７時 

③ 提出方法 電子メール 

④ 提出先  4 問い合わせ及び書類提出先のとおり 

（２）質問に対する回答 

    質問の内容及び回答は、原則、個別に行うが、公表しないと審査の公平性が保てないと判断

されるものについては、随時、（公財）阿蘇地域振興デザインセンターのホームページに掲載

する。その際、質問者は公表しないものとする。 

 

７ 参加申込書等の提出 

参加を希望する者は、次の書類を指定する期限までに提出すること。 

① 参加申込書（様式２） 

② 誓約書（様式３） 

③ 履歴事項全部証明書 

④ 直前 1 事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類 

⑤ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

（１）提出期限 

令和８年１０月３０日（金）１７時必着 

※消印有効ではないので注意すること。 



（２）提出方法 

持参、郵送により提出すること。 

 （３）提出先 

    4 問い合わせ及び書類提出先のとおり 

 

８ 企画提案書等の提出 

参加申込書等を提出した者は、次の書類を指定する期限までに提出すること。 

（１）提出書類及び提出部数 

① 企画提案書（様式４）              正１部、副３部 

② 見積書（見積金額及び経費内訳を記載したもの）  １部 

※企画提案書等の提出書類は、A4 版（縦横問わず）で作成すること。 

（２）企画提案書の記載内容について 

① 企画提案書には、仕様書に沿った提案内容を記載すること。なお、次の項目については必ず記載

すること。 

ア 本業務に対する基本的な考え方及び実施方針 

イ 業務全体の実施体制、人員配置及び担当者 

ウ 業務全体の実施スケジュール 

②その他、本業務の目的達成に資する追加提案がある場合は記載すること。 

（３）提出期限 

令和８年１１月６日（金）１７時 必着 

※消印有効ではないので注意すること。 

（４）提出方法 

持参、郵送により提出すること。 

※郵送で提出する場合は、事前に電話にて連絡すること。 

（５）提出先 

     4 問い合わせ及び書類提出先のとおり 

 

９ 受託候補者の選定方法等 

（１）審査方法 

①当財団が設置する審査会において、提出された企画提案書等を審査する。 

②審査会においてプレゼンテーションによる審査を行い、受託候補者及び次点者を選定する。 

プレゼンテーションの日時、場所及び実施方法については、参加者に別途通知する。なお、企画

提案書の提出期限後の新たな資料の提出は認めない。 



 

10 審査基準 

審査項目 審査項目（評価のポイント） 配点 採点 

実施方針 本業務の目的を正確に理解した企画提案内容となっているか 10  

企画力 実践的な知識・相談対応スキルの習得につながる研修内容とな

っており、講師候補及びプログラムが適切か 

10 
 

会場候補、相談会内容及びレイアウトが集客や円滑な相談につ

ながるものとなっているか 

10 
 

８市町村の個別相談、事前予約、相談時間の分散及び参加者誘

導等について、効果的な運営方法が提案されているか 

15 
 

ワークショップ・体験型コンテンツが待ち時間の活用やファミ

リー層の参加促進につながるか 

10 
 

SNS 広告、検索広告、インフルエンサー等を活用し、効果的な

募集につながるか 

15 
 

実施体制及び 

スケジュール 

事業遂行に必要な組織力、人員、技術を有し、役割分担及び連

絡体制が明確か 

10 
 

本業務と同様又は類似する業務の受託実績があるか 5  

研修会を移住相談会の前に実施するなど、仕様書に沿った現実

的かつ確実なスケジュールか 

5 
 

事業費 委託上限額の範囲内で経費内訳が明確かつ妥当か 10  

合計 100  

 

11 審査結果 

審査結果については、審査会実施後、速やかに全参加者へ書面又は電子メールで通知する。 

なお、審査結果に対する異議申立ては受け付けないものとする。 

 

12 契約方法 

① 当財団は、受託候補者との間で最終的な仕様及び契約条件を協議し、双方合意の上で契約を締結

する。なお、採用された提案内容は、契約締結時に修正又は変更が加えられる場合がある。 

② 上記の協議の結果、契約条件が合意に至らない場合は、次点者と契約締結について協議を行うこ

とがある。 

 

 

13 企画提案書等の取扱い 

（1）提出された参加申込書、企画提案書等は、添付書類も含め返却しない。 



（2）提出された企画提案書等は、本業務の受託候補者の選定を行う作業に必要な範囲において複製

することがある。 

（3）提出された参加申込書、企画提案書等は、本業務の受託候補者の選定の目的以外に提出者に無

断で使用しない。 

 

14 その他 

（1）本プロポーザルの参加に要する費用の全ては、参加者の負担とする。 

（2）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（3）提出書類に虚偽の記載をしたことが判明した場合、当財団は、当該書類を無効とし、参加資格

の取消し、審査結果の取消し、契約締結の保留又は契約の解除等の措置を取ることができる。 

（4）参加申込を行った後、都合により参加を辞退する場合は、速やかに辞退届（様式５）を提出す

ること。 

（5）本要領に定めのない事項は、当財団が別に定める。 


